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第１章 調査検討の概要 1

調査検討の背景及び目的

＜背景＞上空からの情報収集手段・・・小型無人航空機（ドローン）が多く利用されている。
5.7GHz帯無人移動体画像伝送システム（U57）が制度化された（2016年8月）

利用には・・・無線局免許の取得、無線従事者の確保、運用調整が必要
5.6GHz帯無線LANシステム（W56）・・・上空利用に向けた方向性が示された（2018年2月）

無線LANシステム・・・免許不要、簡易な運用が可能

制度化に向けた諸課題としてW56とU57の共用検討が残されている。

＜目的＞W56の上空利用に関して、U57との相互間の干渉について技術試験を行い、その
利用可能性について検討を行う。→信越地域での上空からの情報収集の利活用に寄与

★本調査検討では、平成30年（2018年）陸上無線通信委員会報告で課題とされた範囲の技術検証を実施する。

検討項目 概要

動向調査
 国内外の無線LANに関する技術基準や上空における無線

利用に関する動向を調査する。
 今後のW56の上空利用に関する需要について取りまとめる。

机上シミュ
レーション

 伝搬環境ごとに電波伝搬モデルの検討を行う。
 検討した電波伝搬モデルを用い、W56及びU57相互間で、

同一・隣接・次隣接における干渉の影響を評価する。
 W56のキャリアセンス及びDFS機能のU57に対する有効性を

検討する。

屋内試験

 W56及びU57相互間で、同一・隣接・次隣接における干渉に
ついて試験を行い評価する。

 W56のキャリアセンス及びDFS機能のU57に対する有効性に
ついて試験を行い評価する。

屋外実証
試験

 W56及びU57相互間で同一・隣接・次隣接における干渉につ
いて、代表的な屋外のモデル環境で試験を行い評価する。

機能・条件
の整理

 W56の上空利用を円滑に行うために必要な機能及び条件
について整理する。

対象システムの周波数配置
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2第２章 W56の上空利用に関する動向調査
国内における5GHz帯無線LANの技術基準

・5.2/5.3GHz帯の無線LANは、衛星システムとの共用を可能とするため、屋内利用に限定される。（5.2GHz帯は条件付きで屋外利用可）
・5.3/5.6GHz帯の無線LANは、レーダーとの共用を可能とするため、レーダー波を検出した場合には当該レーダー波と帯域が重複する
チャネルの送信を自動的に停止する DFS（Dynamic Frequency Selection）機能の具備が必要。
・2.4GHz帯無線LANは上空で使用できるが、5GHz帯無線LANは上空では使用できない。
（ただし、航空機内は屋内と同等扱いとなるため5GHz帯無線LANも使用できる。）

国内無線LANの上空利用状況

各国における5GHz帯の上空利用状況

国内：無人移動体画像伝送システムやアマチュア無線（免許局）
国外：ISMバンド（免許不要）

W56の上空利用に関する課題

＜W56のメリット＞
・屋外で利用可能 ・免許不要
・2.4GHz帯よりも混雑していない

・広帯域でリアルタイムな画像
伝送が可能

＜ニーズ＞
W56を無人航空機等に
利用したい

＜課題＞
・U57と周波数を共用している
⇒U57は高い周波数から利用されているが、W56と同一チャネ
ルの利用増加に伴い干渉確率が増加するのではないか。
・U57の干渉を受けている場合にDFS機能は働くか。
・DFS機能の具備により、通信開始前やレーダー波を検知しチャ
ネル変更した場合に停波される
⇒安全性はどうか。遠隔操作する手段として利用可能か。



3第３章 W56の上空利用実現に向けた机上シミュレーションによる技術検討

机上シミュレーションによる検討概要

（１）W56とU57の共用検討
①電波伝搬モデルの検討
各種伝搬環境を類型化して電波伝搬モデルを検討し、ドローンが最大高度150mまでの高さにあるときの電波伝搬損失を
シミュレーションする。
②干渉の影響を避ける離隔距離の検討
上記①で検討した電波伝搬損失式を用いて、W56及びU57相互間の各チャネルの組合せに対して干渉波の受信電力を
計算し、所要D/Uから必要となる離隔距離を求める。

（２）W56のキャリアセンス及びDFS機能の有効性評価
U57からW56への干渉波電力がW56のキャリアセンス及びDFS機能が動作する値になる距離を上記（１）①で検討した電波伝
搬損失式を用いて求め、これらの機能の有効性を評価する。

W56とU57のシステム諸元 代表的な伝搬路

3タイプに類型化



4第３章 W56の上空利用実現に向けた机上シミュレーションによる技術検討

電波伝搬モデル

各モデルのシミュレーション結果の例

 平野部、海上・・・ブレークポイントまでは、2波モデルでの
平均値は自由空間よりも電波伝搬損失が小さい。

 都市部・・・拡張坂上式では、送信高が50mより低い場合に
伝搬損失は大きくなる。ITU-R P.1411では、送信高による
差はほとんどない。

 山間部・・・同じ距離では、与干渉局と遮蔽物の高度が低く
なると伝搬損失は小さくなる。

平野部、海上
自由空間損失 2波モデル

都市部拡張坂上式 ITU-R P.1411

山間部

ナイフエッジ回折モデル

【シミュレーション条件】
ドローン～地上間を想定

被干渉局高度：1.5m

＜山間部＞
遮蔽物高度：与干渉局高度
と同じ
遮蔽物位置：与干渉局と被
干渉局の中間点



5第３章 W56の上空利用実現に向けた机上シミュレーションによる技術検討

必要離隔距離の計算結果（平野部、海上） W56のe.i.r.p.=1W
自由空間/2波モデル

被干渉

共用対象システムの W56：受信ANT利得=2.14dBi U57：受信ANT利得=6dBi
組合せ

20MHz 40MHz 80MHz 160MHz 5MHz 10MHz 20MHz
システム システム システム システム システム システム システム

20MHz
システム

e.i.r.p.=50mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
10.6/14.9km
0.53/0.75km
0.08/0.12km

10.6/14.9km
0.53/0.75km
0.08/0.12km

10.6/14.9km
0.53/0.75km
0.08/0.12km

40MHz
システム

e.i.r.p.=25mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
7.47/10.6km
0.37/0.53km
0.06/0.08km

7.47/10.6km
0.37/0.53km
0.06/0.08km

7.47/10.6km
0.37/0.53km
0.06/0.08km

W56
80MHz
システム

e.i.r.p.=12.5mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
5.28/7.47km
0.26/0.37km
0.04/0.06km

5.28/7.47km
0.26/0.37km
0.04/0.06km

5.28/7.47km
0.26/0.37km
0.04/0.06km

与
干
渉

160MHz
システム

e.i.r.p.=6.25mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
－

0.19/0.26km
－

－
0.19/0.26km

－

－
0.19/0.26km

－

5MHz 同一 13.5/19.1km 9.56/13.5km 6.76/9.57km －
システム 隣接 0.68/0.96km 0.48/0.68km 0.34/0.48m 0.24/0.34km － － －

e.i.r.p.=36dBm 次隣接 0.11/0.15km 0.08/0.11km 0.05/0.08km 0.04/0.05km

10MHz 同一 13.5/19.1km 9.56/13.5km 6.76/9.57km －
U57 システム 隣接 0.68/0.96km 0.48/0.68km 0.34/0.48m 0.24/0.34km － － －

e.i.r.p.=36dBm 次隣接 0.11/0.15km 0.08/0.11km 0.05/0.08km 0.04/0.05km

20MHz 同一 13.5/19.1km 9.56/13.5km 6.76/9.57km －
システム 隣接 0.68/0.96km 0.48/0.68km 0.34/0.48m 0.24/0.34km － － －

e.i.r.p.=36dBm 次隣接 0.11/0.15km 0.08/0.11km 0.05/0.08km 0.04/0.05km



6第３章 W56の上空利用実現に向けた机上シミュレーションによる技術検討

必要離隔距離の計算結果（都市部） W56のe.i.r.p.=1W
拡張坂上式/ITU-R P.1411

被干渉

共用対象システムの W56：受信ANT利得=2.14dBi U57：受信ANT利得=6dBi
組合せ

20MHz 40MHz 80MHz 160MHz 5MHz 10MHz 20MHz
システム システム システム システム システム システム システム

20MHz
システム

e.i.r.p.=50mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
1.21/0.46km
0.23/0.12km
0.02/0.05km

1.21/0.46km
0.23/0.12km
0.02/0.05km

1.21/0.46km
0.23/0.12km
0.02/0.05km

40MHz
システム

e.i.r.p.=25mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
1.01/0.39km
0.18/0.10km
0.01/0.04km

1.01/0.39km
0.18/0.10km
0.01/0.04km

1.01/0.39km
0.18/0.10km
0.01/0.04km

W56
80MHz
システム

e.i.r.p.=12.5mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
0.85/0.34km
0.12/0.09km
0.01/0.04km

0.85/0.34km
0.12/0.09km
0.01/0.04km

0.85/0.34km
0.12/0.09km
0.01/0.04km

与
干
渉

160MHz
システム

e.i.r.p.=6.25mW
/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
－

0.07/0.07km
－

－
0.07/0.07km

－

－
0.07/0.07km

－

5MHz 同一 1.37/0.52km 1.15/0.44km 0.96/0.38km －
システム 隣接 0.27/0.13km 0.21/0.11km 0.16/0.10m 0.11/0.08km － － －

e.i.r.p.=36dBm 次隣接 0.02/0.06km 0.01/0.05km 0.01/0.04km 0.00/0.04km

10MHz 同一 1.37/0.52km 1.15/0.44km 0.96/0.38km －
U57 システム 隣接 0.27/0.13km 0.21/0.11km 0.16/0.10m 0.11/0.08km － － －

e.i.r.p.=36dBm 次隣接 0.02/0.06km 0.01/0.05km 0.01/0.04km 0.00/0.04km

20MHz 同一 1.37/0.52km 1.15/0.44km 0.96/0.38km －
システム 隣接 0.27/0.13km 0.21/0.11km 0.16/0.10m 0.11/0.08km － － －

e.i.r.p.=36dBm 次隣接 0.02/0.06km 0.01/0.05km 0.01/0.04km 0.00/0.04km



7第３章 W56の上空利用実現に向けた机上シミュレーションによる技術検討

必要離隔距離の計算結果（山間部（遮蔽物））

一例として、中間点に遮蔽物がある場合で、W56とU57のそれぞれ20MHzシステム同士で干渉波の受信電
力が閾値である-92dBmになるための遮蔽物の高さと離隔距離の関係を示す。
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8第３章 W56の上空利用実現に向けた机上シミュレーションによる技術検討

机上シミュレーションによる検討結果

（１）W56とU57の共用検討
必要離隔距離の最大値（最悪条件）は以下の表の通りとなった。 山間部は個別に遮蔽損失を算出するため対象外とした。

離隔距離
W56→U57

U57→W56
e.i.r.p.=200mW e.i.r.p.=1W

平野部

同一 6.67km 14.9km 19.1km

隣接 0.33km 0.75km 0.96km

次隣接 0.05km 0.12km 0.15km

都市部

同一 0.80km 1.21km 1.37km

隣接 0.11km 0.23km 0.27km

次隣接 0.04km 0.05km 0.06km

（２）W56のキャリアセンス及びDFS機能の有効性評価
W56のキャリアセンス及びDFS機能が仮にU57の信号で動作するとしたときの動作距離を、条件がより厳しい平野部を想
定して算出した結果を以下に示す。キャリアセンス発生距離は既に干渉が発生する距離となった。

項目
U57→W56同一チャネル干渉

自由空間 2波モデル

キャリアセンス閾値（※1）（dBm） -72

キャリアセンス発生距離（※2）（km） 1.3 1.9

DFS閾値（※3）（dBm） -64

DFS検出距離（km） 0.5 0.8

参考：W56（e.i.r.p.=200mW）→U57の同一CHでの離隔距離（km） 4.72 6.67

（※1） IEEE 802.11-2012,Annex D D2.5
（※2）無線機Aから発せられる信号を、無線機Bがキャリアセンスした結果、閾値以上の受信電力が観測され送信を控える際の無線機間の最大離隔距離
（※3）無線設備規則第四十九条の二十第三号ワ及び第四号のリの規定に基づく小電力データ通信システムの無線局の無線設備の技術的条件

(平成十九年一月三十一日) (総務省告示第四十八号)



9第４章 屋内試験環境における影響評価
試験概要

屋内試験環境においてW56とU57との相互間における
チャネル干渉及びW56のキャリアセンスとDFS機能の有
効性について以下の通り検証した。

＜試験項目＞

＜試験構成＞

スペアナ

可変ATT④
可変ATT①

W56

TX

クライアントPC

方向性
結合器

方向性
結合器

送信機

受信機

RX

U57

モニタ

可変ATT②

スペアナ

分配器分配器

アイソレータ
・青：W56からU57への干渉
・赤：U57からW56への干渉

可変ATT③

サーバPC

可変ATT⑤
可変
ATT⑥

W56とU57のチャネル干渉検討試験系

＜使用機器の諸元＞ （a）W56無線機

（b）U57無線機



10第４章 屋内試験環境における影響評価
受信感度測定

各無線機における受信感度の測定値と規格値（※）を表に示す。W56においては、全体的に測定値は規格値と

同等もしくは良好な値であった。規格値は最小限満足する条件であり、実機の方が規格値よりも感度が良いと考
えられる。

（※）：(U57) 情通審陸上無線通信委員会報告 「5.2GHz及び5.6GHz帯を使用する無線LANの
技術的条件」, 資料131-6-2, 平成30年2月の表4.2.2.2-3

(W56) IEEE Draft Standard for Information Technology P802.11ax/D8.0, Oct 2020のp.684
Table 27-51, p.685 Table 27-52

W56

受信感度
[dBm]

STA1

20MHz 40MHz 80MHz 160MHz

BPSK

-83

-81

QPSK

-81

-77

16QAM

-75

-70

64QAM

-68

-64

16QAM

-67

-67

64QAM

-63

-61

16QAM

-64

-64

64QAM

-60

-58

16QAM

-64

-61

64QAM

-52

-55

測定値

規格値

W56

受信感度
[dBm]

AP1

20MHz

AP2

20MHz

AP3

20MHz

STA2

20MHz

測定値

規格値

16QAM

-77

-70

64QAM

-68

-64

16QAM

-70

-70

64QAM

-66

-64

16QAM

-70

-70

64QAM

-63

-64

16QAM

-76

-70

64QAM

-68

-64

U57

受信感度
[dBm]

アナログ10MHz

-87

デジタル20MHz①

-88

デジタル20MHz②

-81



11第４章 屋内試験環境における影響評価

チャネル干渉試験（所要D/U ・W56→U57干渉時）

U57がW56から干渉を受けた場合における所要D/Uの試験結果を表に示す。画像の乱れの有無によって妨害

を判断し、評価尺度4を許容可能とし、その際のD/Uを所要D/Uとした。

同一と次隣接においては、各システムで同等の試験結果となった。アナログ10MHzの隣接チャネルにおいては、

デジタルと比較して20dB以上高い値であり、隣接の妨害波からの影響を受けやすい傾向であった。

試験結果
所要D/U[dB]

妨害波：W56

20MHz 40MHz 80MHz 160MHz

希
望
波

U57

アナログ
10MHz

デジタル
20MHz①

デジタル
20MHz②

同一

1

0

3

隣接

-8

-37

-37

次隣接

-43

-47

-48

同一

-1

0

0

隣接

-12

-38

-38

次隣接

-44

-46

-47

隣接

-14

-38

-36

次隣接

-45

-46

-46

隣接

-18

-37

-36

（※）Recommendation ITU-R BT.500-14 Oct 2019

評点 Impairment scale 妨害の尺度

5 Imperceptible 妨害がわからない

4 Perceptible,but not annoying 妨害がわかるが気にならない

3 Slightly annoying 妨害が気になるが邪魔にならない

2 Annoying 妨害が邪魔になる

1 Very annoying 妨害がひどくて邪魔になる

評価尺度（※）



12第４章 屋内試験環境における影響評価

チャネル干渉試験（所要D/U ・ U57→W56干渉時）

試験結果と規格値の比較

U57からW56が干渉を受けた場合における所要D/Uの結果を示す。図 には規格値も併記する。図より、測定値

は、規格値と同等もしくは小さい値であった。これは、規格値において想定されるスペクトラムマスクより、隣接・

次隣接チャネルへの漏洩電力が低く、影響を与えにくいためであると考えられる。



13第４章 屋内試験環境における影響評価

チャネル干渉試験（許容干渉電力・W56→U57干渉時）

許容干渉電力が低く、最も離隔距離が必要となることが想定されるのは、妨害波がW56の20MHzシステムの場合である。

チャネル干渉試験（許容干渉電力・ U57→W56干渉時）

許容干渉電力が低く、最も離隔距離が必要となることが想定されるのは、AP1とSTA2の場合である。



14第４章 屋内試験環境における影響評価
キャリアセンス・DFS機能の確認

組合せ
妨害波（U57）のキャリアセンス作動レベル DFS

U57アナログ10MHz 無変調波（参考） U57

W56

AP1
20MHz -64dBm -64dBm

動作せず

40MHz -60dBm -62dBm

AP2
20MHz -70dBm -73dBm

40MHz -69dBm -71dBm

AP3
20MHz -62dBm -64dBm

40MHz -61dBm -63dBm

STA1
20MHz -64dBm -63dBm －

40MHz -63dBm -62dBm －

STA2
20MHz -67dBm -63dBm －

40MHz -65dBm -62dBm －

平均値 -64dBm -64dBm

各W56機器においてキャリアセンス機能が動作する入力レベルを表に示す。U57アナログ10MHzシステムにおいては、連続
送信のため、W56の送信は停止し続けた。U57デジタル20MHzシステムにおいては、連続送信ではないためにCSMA/CA（※）
機能により衝突回避され、送信の停止は確認されなかった。なお、U57アナログ10MHzシステムのキャリアレベルと比較するた
め、参考として無変調波を入力した際の試験結果も示す。
表より、AP2以外のキャリアセンスレベルは同等であり、平均値で-64dBmとなった。また、DFSはU57信号では動作しなかった。

また、実機で測定したキャリアセンス閾値の平均値を用いて計算したキャリアセンス発生距離は、自由空間モデルを用いると
0.54km、2波モデルを用いると0.76ｋｍとなった。

※CSMA/CA： Carrier Sense Multiple Access with Collision Avoidanceの略。同じチャネルを流れる信号の衝突が発生しないように常に送信状
況を監視している方式。各端末は、本方式により通信路が一定時間継続して空いている事を確認し、その後にデータを送信する。



15第４章 屋内試験環境における影響評価
妨害波入力時におけるDFS機能の確認

検出率
妨害波
なし

妨害波：U57 基準認証制度
における

技術基準（※）
アナログ

10MHzシステム
デジタル

20MHzシステム①

W56

AP1
20MHz 20/20回 20/20回 20/20回

18/20回以上
40MHz 20/20回 20/20回 20/20回

AP2
20MHz 20/20回 20/20回 20/20回

40MHz 20/20回 20/20回 20/20回

W56・2機種×2帯域幅×U57・（2機種）＝8
レーダーパルス：任意のパターン

U57信号を妨害波として入力した場合においても、レーダパルスの検知によりDFS機能が動作した。

（※）特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 別表第45
証明規則第2条第1項第19号の3、第19号の3の2及び第19号の3の3に掲げる無線設備の試験方法



16第４章 屋内試験環境における影響評価

屋内試験結果のまとめ

・W56とU57の各機器について、受信感度の測定を行い、規格値と同等もしくは良好な値であった。
規格値は最小限満足する条件であり、実機における受信感度は、規格値より、良いと考えられる。

・W56とU57の組み合わせにおいて、チャネル干渉試験を行い、所要D/Uは規格値よりも小さい値

であった。規格値において想定されるスペクトラムマスクより、隣接、次隣接チャネルへの漏洩電
力が低く、影響を与えにくいためであると考えられる。

・キャリアセンス ・DFS機能の確認試験を行い、各W56無線機においてキャリアセンス機能が動作
する入力レベルを取得した。キャリアセンス機能が動作する最小入力レベルの-64dBmは、W56の
20MHzシステムにおける許容干渉レベルの-92dBmより28dB高い。W56がU57の信号を-64～-
92dBmの範囲のレベルで受信した場合に送信動作を停止しないため、信号の衝突が発生し通信
不可能となる。また、U57信号を検知信号とみなしたDFS試験では、DFS機能は動作しなかったため、
干渉回避に有効ではないと考えられる。

・U57信号を妨害波として入力した場合においても、レーダーパルスの検知によりDFS機能が動作
することが確認された。



17第５章 屋外環境における影響性評価
試験概要

■試験項目

W56及びU57相互間における干渉について検証する

ため、代表的な屋外のモデル環境（平野部、都市部）
で試験を行った。

■スケジュール等

■試験場所

平野部送信点

都市部送信点

平野部（上空－地上） 平野部（上空－上空）

都市部

項目 詳細

期間
2020年12月 7日～12月11日
2020年12月14日～12月18日

場所 長野市内 （詳細は後述）

試験項目 内容

5.6GHz帯電波伝搬
特性

送受信間距離を変えた場合における受
信レベルの測定

チャネル干渉試験
（W56→U57）

希望波に対する妨害波のレベルを変化
させた場合における所要D/Uの測定

チャネル干渉試験
（U57→W56）

希望波に対する妨害波のレベルを変化
させた場合における所要D/Uの測定

■使用機器

W56 AP1 STA2

U57
アナログ10M
システム

デジタル20M
システム①

デジタル20M
システム②

アンテナ 利得 水平面指向性パターン 垂直面指向性パターン

電波伝搬

測定時受信
アンテナ

4dBi

[dBi ] [dBi ] °

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°

°



18第５章 屋外環境における影響性評価
試験状況

W56設置状況 U57設置状況

受信機設置状況アンテナ設置状況

ドローンの飛行状況 ドローンから撮影した被干渉方面

受信点（上空－地上） 受信点（上空－上空）

受信点（上空－地上） 受信点（上空－上空）送信点周辺 送信点設置状況

無線機等

平野部

都市部

送信点ビル



↑
滑空場

19第５章 屋外環境における影響性評価
試験方法

電波伝搬測定

チャネル干渉試験（W56→U57）

チャネル干渉試験（U57→W56）

測定場所のイメージ

都市部、上空→地上 都市部、上空→上空

平野部、上空→上空平野部、上空→地上

↑
滑空場

↑
須坂市方面



20第５章 屋外環境における影響性評価
5.6GHz帯電波伝搬特性

平野部・・・概ね2波モデルに近い傾向が見られた。
都市部・・・上空→地上（見通し外）・・・概ねITU-R P.1411（NLOS）と近い傾向が見られた。

上空→上空・・・概ね自由空間損失に近い傾向が見られた。これは、周囲に高いビルがなく、見通しに近い状況で
あったためと考えられる。

上空→地上 上空→上空

上空→地上 上空→上空

平野部

都市部



21第５章 屋外環境における影響性評価
チャネル干渉試験（受信感度）

表に屋外実証試験における受信感度の測定値を示す。表中には、屋内試験結果を併記する。なお、W56においては、上空側でAP

を使用し、地上側でSTAを使用すると想定し、データを取得した。また、デジタル20MHz ②については、平野部において屋内試験と同

等の傾向が確認されており、都市部においても同様の結果が見込めること、デジタル20MHz①に比べて受信感度の電力が7dB高い

ために許容干渉電力は高く、離隔距離は短くなり、最悪条件とはならないため都市部の試験を割愛した。

全体的に屋外での測定値は屋内試験結果と同等であった。平野部と比較すると、都市部の方が1～2dB程度高い傾向があった。こ

れは、周辺の環境雑音による影響が表れていると考えられる。

システム

受信感度[dBm]

屋内試験結果
平野部 都市部

地上 上空 地上 上空

U57

アナログ10MHz -87 -86.8 -86.8 -84.8 -84.8

デジタル20MHz① -88 -87.0 -88.0 -86.8 -86.8

デジタル20MHz② -81 -80.0 -81.0 － －

W56
AP1 20MHz 16QAM -77 － -74.8 － -73.4

STA2 20MHz 16QAM -76 -73.8 － -73.4 －



22第５章 屋外環境における影響性評価
チャネル干渉試験（所要D/U）

同一CH・・・全体的に屋外での測定値は屋内試験結果と同程度であった。チャネル干渉は、希望波と妨害波の受信レベルに

よって決まるため、屋外においても同様の傾向になったと考えられる。

隣接CH・・・干渉が発生したのは、平野部において上空のW56 APから送信された妨害波を地上のU57アナログが受信した場合

のみであった。なお、その際の送受信間距離は56mであった。

その他、ほとんどの場合において、干渉が発生する高いレベルの妨害波を受信せず、干渉の影響は確認されなかった。但し、

平野部の上空→上空における測定時の距離は580mであり、都市部の上空→上空における測定時の距離は450m、上空→地上

における測定時の距離は100mである。

次隣接CH・・・今回の試験環境では、次隣接チャネルにおいて干渉の影響は確認されなかった。

組合せ 同一CH 所要D/U[dB] 隣接CH 所要D/U[dB]

妨害波 希望波
屋内
試験
結果

平野部 都市部 屋内
試験
結果

平野部 都市部

上空→地上
（妨害→希望）

上空→上空
（妨害→希望）

上空→地上
（妨害→希望）

上空→上空
（妨害→希望）

上空→地上
（妨害→希望）

上空→上空
（妨害→希望）

上空→地上
（妨害→希望）

上空→上空
（妨害→希望）

W56
AP1 20MHz

U57 アナログ
10MHz 1 2.8 2.5 -0.1 -0.8 -8 -6.9 干渉の影響

なし
干渉の影響

なし
干渉の影響

なし

U57 デジタル
20MHz① 0 0.7 -0.4 -0.2 -2.4 -37 干渉の影響

なし
干渉の影響

なし
干渉の影響

なし
干渉の影響

なし

U57 デジタル
20MHz② 3 1.2 2.1 － － -37 干渉の影響

なし
干渉の影響

なし
－ －

U57アナログ
10MHz

AP1 20MHz
16QAM 18 － 15.6 － 17.8 -15 －

干渉の影響
なし

－
干渉の影響

なし

STA2 20MHz
16QAM 22 20.3 － 21.0 － -13 干渉の影響

なし
－

干渉の影響
なし

－

U57デジタル
20MHz①

AP1 20MHz
16QAM 21 － 19.6 － 20.3 -19 －

干渉の影響
なし

－
干渉の影響

なし

STA2 20MHz
16QAM 17 18.0 － 16.0 － -18 干渉の影響

なし
－

干渉の影響
なし

－



23第５章 屋外環境における影響性評価
チャネル干渉試験（離隔距離）

表に離隔距離の計算結果と測定場所における離隔距離を示す。測定場所における離隔距離とは、妨害波送信点から受信点間の
距離である。但し、微調整を行うために可変アッテネータを用いた場合の離隔距離は、アッテネータの値を2乗の距離減衰として換算
したものである。

測定場所による離隔距離は、計算結果よりも短くなる傾向が見られた。周囲の伝搬路状況やドローンの揺れよって位置が変動す
るためにレベルの低下があり、実際の妨害波は伝搬モデルよりも低いレベルとなるため、離隔距離はより短くなると考えられる。

平
野
部

組合せ 離隔距離[m]

妨害波 希望波
測定場所における離隔距離 計算値

上空→地上 上空→上空 自由空間 2波モデル

W56
AP1 20MHz

U57 アナログ10MHz 1161 1819 1540 2178

U57 デジタル20MHz① 1406 1140 1237 1750

U57 デジタル20MHz② 740 700 618 877

U57 アナログ10MHz
W56

12130 13680 8761 12390

U57 デジタル20MHz① 3767 4207 3569 5047

都
市
部

組合せ 離隔距離[m]

妨害波 希望波

測定場所における離隔距離 計算値

上空→地上 上空→上空
ITU-R
P.1411

拡張
坂上式

自由
空間

W56
AP1 20MHz

U57 アナログ10MHz 132 1585 146 89 1539

U57 デジタル20MHz① 147 2559 145 89 3767

U57 アナログ10MHz
W56

320 2270 394 272 5219

U57 デジタル20MHz① 220 4571 260 171 4145



24第５章 屋外環境における影響性評価
屋外実証試験のまとめ

・5.6GHz帯電波伝搬特性測定結果より、平野部においては大地反射2波モデルと概ね同等の傾
向が見られた。都市部の見通し外においては、ITU-R P.1411（NLOS）と近い傾向が見られた。また、

屋上間においては、自由空間損失に近い傾向が見られた。これは、周囲に高いビルがなく、見通
しに近い状況であったためと考えられる。

・受信感度の測定結果より、全体的に屋外での測定値は屋内試験結果と同等であった。平野部と
比較すると、都市部の方が1～2dB程度高い傾向があった。これは、周辺の環境雑音による影響
が表れていると考えられる。

・所要D/Uの試験結果より、全体的に屋外での測定値は屋内試験結果と同程度であった。チャネ

ル干渉は、希望波と妨害波の受信レベルによって決まるため、屋外においても同様の傾向になっ
たと考えられる。隣接チャネルで干渉が発生したのは、U57アナログが被干渉の場合のみであっ
た。なお、今回の試験環境では、次隣接チャネルにおいて干渉の影響は確認されなかった。

・同一チャネルにおける受信感度、所要D/Uの測定結果から各伝搬モデルを用いた同一チャネル

の離隔距離を算出し、試験場所における距離と比較したところ、測定場所による離隔距離は、計
算結果よりも短くなる傾向が見られた。周囲の伝搬路状況やドローンの揺れによって位置が変動
するためにレベルの低下があり、実際の妨害波は伝搬モデルよりも低いレベルとなるため、離隔
距離はより短くなると考えられる。



25第６章 W56の上空利用の実現に向けた機能・条件の整理

共用条件の検討

■計算パラメータ

各値は、干渉量が最大となるように設定して

おり、机上検討と同じである。W56のe.i.r.p.は、

過去の検討を踏まえて200mWとしたときと、

規格上の最大値である1Wとしたときの2通り

を計算した。

共用対象システムの
組合せ

被干渉

W56：受信ANT利得=2.14dBi U57：受信ANT利得=6dBi

20MHz
システム

40MHz
システム

80MHz
システム

160MHz
システム

5MHz
システム

10MHz
システム

20MHz
システム

与
干
渉

W
56

20MHz システム

空中線電力
=10mW/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
-88dBm
-79dBm
-44dBm

-88dBm
-79dBm
-44dBm

-86dBm
-46dBm
-35dBm

40MHz システム

空中線電力
=5mW/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
-86dBm
-75dBm
-43dBm

-86dBm
-75dBm
-43dBm

-83dBm
-45dBm
-36dBm

80MHzシステム

空中線電力
=2.5mW/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
－

-73dBm
-42dBm

－
-73dBm
-42dBm

－
-47dBm
-37dBm

160MHz システム

空中線電力
=1.25mW/MHz

同一
隣接
次隣接

－ － － －
－

-69dBm
－

－
-69dBm
－

－
-47dBm
－

U
57

5MHz システム
e.i.r.p.=36dBm

同一
隣接
次隣接

-92dBm
-58dBm
-42dBm

-92dBm
-52dBm
-40dBm

－
-49dBm
-44dBm

－
-58dBm
-43dBm

－ － －

10MHz システム
e.i.r.p.=36dBm

同一
隣接
次隣接

-92dBm
-58dBm
-42dBm

-92dBm
-52dBm
-40dBm

－
-49dBm
-44dBm

－
-58dBm
-43dBm

－ － －

20MHz システム
e.i.r.p.=36dBm

同一
隣接
次隣接

-91dBm
-59dBm
-41dBm

-88dBm
-54dBm
-44dBm

－
-57dBm
-43dBm

－
-58dBm
-43dBm

－ － －

項目 W56 U57 備考

周波数 5680MHz 5680MHz 同一チャネルの中心周波数

チャネル帯域 20/40/80/160MHz 5/10/20MHz

空中線電力 200mW 1W

机上検討と同じ

送信空中線利得 0dBi/7dBi 6dBi

送信系損失 0dB 0dB

受信空中線利得 2.14dBi 6dBi

受信系損失 0dB 0dB

■許容干渉電力

屋内試験で測定した受信感度と所要D/Uか

ら求めた、与干渉信号に対する許容干渉電力

を示す。

受信感度と所要D/Uについて、屋外実証試

験においても屋内試験と同等の傾向が見られ

たことから、離隔距離算出には、複数の機種

を使用した屋内試験結果の平均値を代表値と

して使用する。

実機での試験を実施していない5MHzシステ

ムについては、10MHzシステムの結果を帯域

換算することとした。

干渉波帯域幅が被干渉局の所望信号の帯

域幅がより広い場合には、干渉波全帯域分を

干渉波電力とした場合の許容干渉電力である。
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実機データによる離隔距離の検討

W56の各システムとU57の各システムを用いた組合せにおいて平野部及び都市部ともに2通りの伝搬モデルを用
いて離隔距離を計算した。

表にはより安全側の評価としてそれらの中の最大値を示し、机上検討における結果も併記する。

W56からU57へ干渉する場合、同一チャネル及び次隣接チャネルの場合は実測値から計算した離隔距離が机上

検討結果よりも短いが、隣接チャネルの場合は実測値から計算した離隔距離の方が長い。これは、W56がU57アナ

ログ10MHzシステムへ干渉する場合の結果を表しており、U57アナログシステムの受信フィルタの性能により、隣接

の妨害波からの影響を受けやすい傾向が表れていると考えられる。

また、U57からW56へ干渉する場合においては、実測値から計算した離隔距離は、全体的に同等もしくは短くなる

傾向を示している。

実機を用いた試験結果より、共用を可能とするためには、表に示す離隔距離が必要となる。
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機能の整理

 キャリアセンス機能
W56のキャリアセンス発生距離は、0.5～0.7kmより短い場合

となるが、これは既に同一チャネルで干渉が発生している距離
である。このため、現在の実機におけるキャリアセンス機能は
干渉を回避し、U57と共用するための有効な手段ではないと考
えられる。

 DFS機能
実機を用いて行ったU57信号を検知信号とみなしたDFS試験
において、DFS機能は動作しなかった。このため、DFS機能は干
渉を回避し、U57と共用するための有効な手段ではないと考え
られる。

 その他の機能
無線LANのアクセスポイントには、周囲の電波状況を確認し、チャネルを自動に切り替える機能を持つ製品がある。本機能を使
用すると、U57からの干渉を受けた場合にチャネルを切り替え、同一チャネル干渉を回避できると考えられる。但し、接続していた
端末との通信は途切れるため、再度接続が必要となる。干渉の低減は可能と考えられるが、干渉を完全に回避し、U57との共用
を可能とする機能ではないと考えられる。

キャリアセンス発生距離

運用条件の検討

W56からU57へ干渉を与える場合、同一チャネルにおいては、9.43km以上の離隔距離が必要であり、 U57から W56へ干渉を与え
る場合、同一チャネルにおいては、19.1km以上の離隔距離が必要となった。数km以上の離隔距離が必要となる同一チャネルを利
用する場合、干渉を回避する運用条件が求められる。
また、隣接チャネルにおいては、W56からU57へ干渉を与える場合、最大で3.34km以上の離隔距離が必要であり、干渉を回避す
る運用条件が必要であると考える。
次隣接チャネルにおける離隔距離は、最大で60mであり、見通しが取れるために干渉の回避が可能であると考えられる。
干渉を回避する運用が難しい場合には、U57と次隣接チャネル以上の周波数の離隔が可能な5630MHz以下の使用に制限するこ
とが必要と考えられる。
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機能・条件のまとめ

・実機を使用した試験結果から、離隔距離の最大値としては、W56からU57への同一チャネル干
渉において9.4kmとなり、U57からW56への同一チャネル干渉において19.1kmとなった。共用を可
能とするためには、離隔距離が必要となる。

・W56に具備されているキャリアセンス機能及びDFS機能について、U57との干渉回避に有効な手
段ではないと考えられる。

・数km以上の離隔距離が必要となる同一や隣接チャネルの利用においては、干渉を回避する運
用条件が求められる。

・干渉を回避する運用条件が難しい場合には、U57と次隣接チャネル以上の周波数の離隔が可
能な5630MHz以下の周波数の利用に制限することが必要と考えられる。
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前提条件

・平成30年（2018年）陸上無線通信委員会報告で課題とされたW56とU57との共用検討につい
ての技術検証を実施した。
・令和元年7月に無線設備規則の改正により拡幅となったW56のCH144は、共用条件の検討で
は対象外とした。

総合とりまとめ

ここまでの検討結果を総合的に勘案すると、将来のW56上空利用に係る制度整備等の際には、

以下に示す事項を考慮することが望まれる。なお、ここでの上空とは、一般的にドローンの飛行が

可能である高度150mまでとする。

 W56上空利用とU57は、両システム間が約20km程度離れると共存可能。

 一方、運用調整により、距離に依存しない共存の可能性もある。

 ただし、運用調整のための「機関(組織)の在り方」については、別途検討が必要。

 なお、上記「前提条件」で示したとおり、本検討においては144chが含まれていないことや、

U57以外の同一周波数帯共用システムは考慮されていないことに留意。




